
（様式２） 

特別顧問・特別参与が従事した職務の遂行に係る情報（事後公表） 

 

【担当課：教育委員会事務局 教育政策課】 

議   題 総合教育会議に向けた打ち合わせ 

日   時 平成 30 年 12 月 17 日(月) 14 時 00 分～17 時 30 分 

場   所 大阪市役所 会議室 

出 席 者 

 

（特別顧問・特別参与） 

大森特別顧問 

（職員等） 

政策推進担当部長、総務部首席指導主事、教職員制度担当課長、教職

員給与・厚生担当課長、ＩＣＴ企画調整担当部長、ＩＣＴ企画調整担

当課長、指導部首席指導主事ほか 

 

論   点 全国学力・学習状況調査の結果を受けた対応について 

主 な 意 見 

・９月の総合教育会議での市長の意向を踏まえ、「結果」に対して

「責任」を負う体制を明確にする必要がある。 

・そのためには、学力向上指標において顕著な業績を上げた校長・教

員の評価が上位区分となることを、制度的に担保する評価制度とす

る必要がある。 

・校長については全国学力・学習状況調査の前年度からの向上度が顕

著な場合についても上位区分となる人事評価制度とする必要があ

る。 

結   論 特別顧問の意見について、教育委員と協議する。 

資   料  

関 係 所 属 教育委員会事務局 


